
 

大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、金融機関からの融資を受けて温泉旅館等施設の整備等を行う者に対し、予

算の範囲内において当該融資を受けた資金の利子の一部を補給し、温泉旅館等施設の機能等の

充実を図り、もって施設利用者の満足度の向上と温泉観光地としての本市の知名度の向上に資

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 温泉 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）第２条第１項に規定する温泉をいう。 

(2) 温泉旅館等施設 温泉を公共の浴用に供するための施設であって、本市の観光振興に寄与

する施設として市長が認めるものをいう。 

(3) 温泉旅館等施設の整備等 温泉旅館等施設の新築、増築若しくは改築（改装を含む。）又

は当該施設における設備の新設、更新、改造若しくは購入等をいう。 

(4) 金融機関 次のアからカまでに掲げる金融機関をいう。 

ア 銀行  

イ 株式会社商工組合中央金庫  

ウ 株式会社日本政策投資銀行  

エ 信用金庫及び信用金庫連合会  

オ 信用協同組合及び信用協同組合連合会  

カ 保険会社 

（交付対象者） 

第３条 この要綱による大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金（以下「補給金」という。）の

交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当す

る者とする。 

 (1) 旅館業法（昭和２８年法律第１３８号）第３条第１項の規定に基づく許可若しくは公衆浴

場法（昭和２３年法律第１３９号）第２条第１項の規定に基づく許可を受けて当該許可に係

る営業（以下この条において単に「営業」という。）を現に行っている者又は補給金の交付申

請を行った日から２年以内に営業を再開し、若しくは当該許可を受けて営業を開始しようと

する者であること。 

 (2) 補給金の交付申請を行う温泉旅館等施設に関し、温泉法第１５条第１項の規定に基づく温

泉の利用の許可を受けて現に温泉を公共の浴用に供している者又は補給金の交付申請を行っ

た日から２年以内に当該許可を受けて当該温泉旅館等施設において温泉を公共の浴用に供し

ようとする者であること。 

 (3) 市税（本市以外の市町村から課税されたものを含む。以下同じ。）を完納している者であ

ること。 

(4) 大津市市税条例（昭和３４年条例第１号）第１５４条に規定する入湯税の特別徴収義務者

（現に営業を行っている場合に限る。）であること。 

(5) 次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。 

ア 役員等（補給金の交付を受けようとする者が個人である場合にはその者を、法人である

場合にはその役員及びその支店等の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められ

るとき。 

イ 暴力団(暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。)

又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直

接的又は積極的に、暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

とき。 



 

 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれにも該当し、この要綱の目的を達するために必

要であると市長が認める場合は、補給金の交付申請を行う温泉旅館等施設の整備を行った者を

交付対象者と同様に扱うものとする。 

 (1)  補給金の交付申請を行う温泉旅館等施設の整備を行った者であって、営業を現に行って

いる者に補給金の交付申請を行う温泉旅館等施設を貸し付けを行っている者 

 (2) 補給金の交付申請を行う温泉旅館等施設に関し、温泉法第１５条第１項の規定に基づく温

泉の利用の許可を受けて現に温泉を公共の浴用に供している者に対し大津市雄琴温泉供給条

例第６条に基づく承認を受けた地位の承継を行った者 

 (3) 上記２号に該当し、前項の３号乃至５号の要件に該当する者 

 (4) 補給金の交付申請を行う温泉旅館等施設に関し、営業を現に行っている者が、前条の各号

に該当する場合 

 （補給金の交付の対象となる資金）   

第４条 補給金の交付の対象となる資金（以下「対象資金」という。）は、平成２５年４月１日か

ら令和５年３月３１日までの間（以下「利子補給制度対象期間」という。）に着工する温泉旅館

等施設の整備等に要する経費に充てるために金融機関から融資を受けた設備資金であって、利

子補給制度対象期間中に当該設備資金に係る利子の支払を開始したものとする。ただし、当該

資金の返済期間中に借り換えたときは、その借換日以後は、対象としない。 

２ 交付対象者は、複数の対象資金について補給金の交付を受けることができるものとする。 

３ 対象資金の総額は、１の交付対象者につき２億円を限度とする。この場合において、対象資

金に算入しようとする借入金の総額が２億円を超えることとなるときは、当該借入金のうち金

融機関から融資を受けた日の最も遅いもの（同日に複数の融資を受けた場合にあっては、その

うちいずれかのもの。次項において「上限到達資金」という。）については、当該借入金の額か

ら、借入金の総額が２億円を超えることとなる部分に相当する額を控除した額を対象資金に算

入する。 

４ 対象資金の総額が２億円に達したときは、上限到達資金の返済開始から５年を経過するまで

の間は、対象資金の総額が２億円未満となっても、新たに対象資金を追加することができない。

ただし、その期間中に全ての対象資金の返済が完了した場合にあっては、この限りでない。 

 （補給金の額） 

第５条 １の対象資金に係る補給金の額は、前年度中に金融機関に対して支払った当該対象資金

に係る利子相当額のうち、利率年１パーセントに相当する額（対象資金に係る借入利率が１パ

ーセント未満である場合にあっては、利子相当額）とする。 

２ 対象資金が複数ある場合にあっては、対象資金ごとに前項の規定により算出した額の合計額

とする。 

 （補給対象期間） 

第６条 １の対象資金について補給金の交付を行う期間は、その返済開始から５年間（その返済

期間が５年未満であるときは、当該返済期間）とする。 

（交付申請書） 

第７条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４条第１

項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、大津市温泉旅館等施設整備資金

利子補給金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、市長が特に認

めた場合は、第４号から第６号までに掲げる書類の全部又は一部を省略することができる。 

(1) 市税の完納証明書 

(2) 住民票（個人に限る。）又は登記事項証明書（法人に限る。） 

(3) 誓約書 

(4) 営業に関する許認可等を受けたことを証する書類の写し 

(5) 金融機関との間で交わした設備資金の融資に係る契約書及び返済計画書 

(6) 温泉旅館等施設の整備等の内容が分かるもの 

(7) 事業計画書（温泉旅館等施設における営業を再開し、又は開始しようとする者が交付申請

を行う場合に限る。） 

(8) その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の交付申請書は、毎年度４月１日から５月３１日までに提出しなければならないもの



 

 

とする。 

 （決定通知書） 

第８条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付

決定通知書（様式第２号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付申請

棄却（却下）決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

（実績報告及び補給金の額の確定） 

第９条 規則第１４条の規定にかかわらず、補給金に係る実績の報告は、第７条に規定する交付

申請書の提出をもってなされたものとみなす。 

２ 規則第１５条の規定にかかわらず、補給金の額は、前条の規定により通知した額で確定する

ものとする。 

 （交付請求書） 

第１０条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は、大津

市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付請求書（様式第４号）とする。 

（取消通知書） 

第１１条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金

交付決定取消通知書（様式第５号）により行うものとする。 

（返還通知書） 

第１２条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市温泉旅館等施設整備資金利子

補給金返還通知書（様式第６号）により行うものとする。 

 （事業完了報告） 

第１３条 補給金の交付を受けようとする者又は受けた者は、対象資金に係る温泉旅館等施設の

整備等が完了したときは、速やかに温泉旅館等施設の整備等完了報告書（様式第７号）により、

市長に報告しなければならない。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用さ 

れている書類は、改正後の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使 

用することができる。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 



 

 

様式第１号（第７条関係） 

大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付申請書 

（宛先）                         年  月  日 

大 津 市 長  

                                    

         申請者 住所                

               氏名               

              （法人の場合は、名称及び代表者名） 

 

大津市補助金等交付規則第４条第１項の規定により、大津市温泉旅館等施設整備資金利子

補給金の交付について次のとおり申請します。 

なお、本申請の審査に当たり金融機関に照会・調査を行うことに異議なく同意するととも

に調査に協力します。 

整備等に係る 

温泉旅館等 

施設 

名称  

所在地 
大津市 

電話番号       ―        

整備等の 

内容と期間 

内容 

 

 

 

期間 
年   月   日  から 

     年   月   日  まで 

利子補給 

対象資金 

借入額及び

返済残高 

□借入額                  円 

□返済残高                 円 

資金の種類  設備資金 

返済利率  年       ％ 

返済期間  

返済方法  

利子補給を申請する返済期間 年  月分から    年  月分まで 

融資を受ける 

金融機関 

名称  

担当者 
所属・氏名 

電話番号       ―        

添付書類 ※裏面 



 

 

 

添付書類 

 

□ 市税の完納証明書 

□ 住民票（個人に限る。）又は登記事項証明書（法人に限る。） 

□ 誓約書 

□ 営業に関する許認可等を受けたことを証する書類の写し 

□ 金融機関との間で交わした設備資金の融資に係る契約書及び返済計画書 

□ 温泉旅館等施設の整備等の内容が分かるもの 

□ 事業計画書（温泉旅館等施設における営業を再開し、又は開始しようとする者が交付申請

を行う場合に限る。） 

□ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

様式第２号（第８条関係） 

大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付決定通知書 

                        大  第      号 

                            年  月  日 

様  

                    大津市長           

 

年  月  日付けで申請のあった大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金の交付

について、次のとおり決定したので大津市補助金等交付規則第７条第１項の規定により通

知します。 

 

整備等に係る温泉旅館等施設  

利 子 補 給 期 間  

利 子 補 給 金  金               円 

交 付 条 件 この利子補給金の交付の決定の日から５年

以内に大津市温泉旅館等施設整備資金利子補

給金交付要綱第３条各号のいずれかに該当し

なくなったときは、速やかに交付を受けた利

子補給金を返還すること。 

 

 



 

 

様式第３号（第８条関係） 

大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付申請棄却（却下）決定通知書 

                        大  第      号 

                            年  月  日  

様                              

                   大津市長         

                                

   

年  月  日付けで申請のあった大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金につい

て、次のとおり交付しないことと決定したので大津市補助金等交付規則第７条第２項の規

定により通知します。 

 

整備等に係る温泉旅館等施設  

利 子 補 給 期 間  

交付しないことと決定した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第４号（第１０条関係） 

大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付請求書 

（宛先）                           年  月  日 

大 津 市 長          

                                        

                補助事業者 住所          

                        氏名           ㊞ 

                （法人の場合は、名称及び代表者名）  

  年  月  日付け大  第  号で交付の決定（確定）のあった大津市温泉旅館等

施設整備資金利子補給金について、大津市補助金等交付規則第１８条第１項の規定により

次のとおり請求します。 

 
 
 

補 給 年 度        年 度 

交 付 確 定 金 額 金                   円 

交 付 請 求 金 額 金                   円 

  振 

 金込 

 融先 

 機 

 関 

金 融 機 関 名 銀行・信用金庫・農協       支店 

口 座 番 号 普通・当座 

口 座 名 義 

 

 

 

添 付 書 類 

 

 



 

 

様式第５号（第１１条関係） 

大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金交付決定取消通知書 

                        大  第      号 

                            年  月  日 

 様                             

                      大津市長              

                            

  年  月  日付け大  第   号で交付の決定をした大津市温泉旅館等施設整備

資金利子補給金について、次のとおり交付決定を取り消したので大津市補助金等交付規則

第１９条第４項の規定により通知します。 

 
 

補 給 年 度     年 度 

交付決定（確定）金額 金                  円 

取 消 金 額 金                  円 

取消後の交付決定 

（ 確 定 ） 金 額 
金                  円 

取消しをした理由  

 

 



 

 

様式第６号（第１２条関係） 

大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金返還通知書 

                      

大   第   号 

                          年  月  日 

       様                            

                 大津市長           

 

  年  月  日付け大  第  号での交付の決定をした大津市温泉旅館等施設整備

資金利子補給金について、次のとおり返還を請求します。              

  

返 還 金 金        円 

返 還 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

返 還 期 日     年  月  日 まで 

補 給 年 度        年 度 

交 付 決 定 金 額 金       円 

補給金の既交付金額 

及 び 交 付 年 月 日 

         金       円 

           年  月  日 

交 付 確 定 金 額 金       円 

（注） 別添納付書により振り込んでください。なお、大津市補助金等交付規則

第１９条第１項の規定により交付の決定を取り消された場合において、返還期日

までに納付されないときは、延滞金を納付しなければなりません。 

 

 



 

 

様式第７号（第１３条関係） 

温泉旅館等施設の整備等完了報告書 

年  月  日 

（宛先） 

大 津 市 長 

                                    

         申請者 住所                

               氏名               

              （法人の場合は、名称及び代表者名） 

 

  次のとおり温泉旅館等施設の整備等が完了したので報告します。 

整備等に係る 

温泉旅館等 

施設 

名称 

所在地 大津市 

 

総工事費                       円 

着工年月日  年  月  日 完成年月日 年  月  日 

借入金額                       円 

返済期間 年  月まで（    ヶ月） 

温泉旅館等 

施設の整備等 

の内容 

 

 (注) 事業が完了したことを説明できる写真を添付すること。 

 



 

 

 

誓 約 書 

 

 

 私は、大津市温泉旅館等施設整備資金利子補給金の交付を申請するに当たり、下記の事項につ

いて誓約します。 

 なお、必要な場合には、私が下記の事項に該当する者であるか否かについて、大津市が滋賀県

警察本部に照会することを承諾します。 

 

 

記 

 

 私は、次の各号のいずれにも該当しません。 

  (1) 暴力団員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。次号

において「暴力団対策法」という。)第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。) 

  (2) 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、

暴力団(暴力団対策法第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又は暴力団員を利

用している者 

  (3) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積

極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者 

  (4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  (5) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用するなどし

ている者 

 

年  月  日  

 (宛先) 

  大 津 市 長 

 

 

   住 所                             

 

 

   (ふりがな) 

   氏 名                             

 

 


